
  

2023 年 5 月 12 日 

 

 

 

日頃より連合運動に対し、ご理解とご協力を賜り心より感謝申し上げます。  

さて、2023 春季生活闘争につきまして、長崎県内の賃上げに関する第 2回目の集計を行いま

したので、結果を報告いたします。 

 ※今後の公表予定 

  ・６月 ６日（火）第３回回答集計結果 

    【お詫び】第 2回公表が 1日遅れとなりました事、お詫び申し上げます。 

 

≪問い合わせ先≫ 

連合長崎 副事務局長 種村和久  電話 095（826）8905 

平均賃金方式で回答を引き出した 3,681 組合の「定昇相当込み賃上げ計」は加重

平均で 10,923 円・3.67％（昨年同時期比 4,763 円増・1.57 ポイント増）、うち 300 

人未満の中小組合 2,478 組合は 8,328 円・3.35％（同 3,331 円増・1.33 ポイント

増）となった。4 月末時点の結果としてはいずれも、比較可能な 2013 闘争以降、額・

率とも最も高く、依然「賃上げの流れ」はしっかりと引き継がれている。 

賃上げ分が明確に分かる 2,518 組合の「賃上げ分」は 6,047 円・2.14％、うち中

小組合 1,500 組合は 5,104 円・2.00％となった。4 月末時点で 2％を上回ったの

は、賃上げ分の集計を開始した 2015 闘争以降初めてである。 

 

現時点での報告に限られるが、要求を出した組合が 99 組合中（うち地場組合 61 組

合）、妥結した組合が 85 組合（うち地場組合 46 組合）となっており、連合長崎の賃上

げ額・率は 9,766 円・3.32％（昨年同期比＋2,578 円）、第 1 回目の集計を超えてお

り、依然「賃上げの流れ」は引く継がれている。地場組合については、6,799 円・2.57％

（昨同期＋3,457 円）と例年と比較しても高水準での賃上げが獲得できており、粘り

強く交渉を行っている。 

  

妥結した 85 組合のうち、ベースアップ（賃金改善）を獲得した組合は引き続き９割

を超えており、その多くは昨年を上回る賃上げ額となっている。また、大きな賃上げ

が獲得できなかった組合についても、初任給の引上げや手当などの改善も見られ、企

業としても人材確保の観点から「人への投資」の対応が見られる。 

 

中小地場組合の交渉は 300 人未満の小規模企業がこれから最終局面を迎える。先行

組合が作り出した「賃上げの流れ」をしっかりと引き継ぐ必要がある。中小の賃上げ

には、適正な価格転嫁などの賃上げ可能な環境づくりが不可欠であり、県や経営者団

体などへの働きかけや連携を強化し、環境整備に取り組んでいく。 



  

 

※2023 回答と 2022 回答は、集計組合が異なるため、単純比較はできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※2023 回答と 2022 回答は、集計組合が異なるため、単純比較はできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※2023 回答と 2022 回答は、集計組合が異なるため、単純比較はできません。 

 

以上 


